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1-2 クラウドとモビリティ

SDVが切り拓くモビリティの未来

佐藤 雅明 ●東海大学 観光学部

自動車開発において、ソフトウエア視点での設計（SDV）の注目度が
増している。ネットワークによって「つながる」クルマは、モビリティ
サービスとして新しい社会を支えるインフラとなる。

■自動車（ビークル）からモビリティへ
　2023年10月に開催された「JAPAN MOBILITY
SHOW」は100万人を超える来場者を集めた。新
型コロナウイルス感染症の流行を受けて中止と
なった2021年から2年、前身の2019年東京モー
ターショーからは実に4年ぶりの開催である。
1954年に「全日本自動車ショウ」として始まっ
たこのイベントは、第11回からは「東京モーター
ショー」へと名前を変え、世界5大モーターショー
の一つとして位置付けられるまでに至った。そん
な日本最大のモーターショーが、ポストコロナの
世界でモビリティの見本市として新しいスタート
を切ったのである。
　これまでのモーターショーは、ハードウエアと
しての自動車を中心に据えたイベントであった。
それに対してこの「モビリティ」ショーは、自動
車を含むモビリティ全般、さらにはサービスやラ
イフスタイルにまで裾野を広げて、既存の自動車
関連企業の枠にとらわれない形へと変革を遂げ
た。将来的には1000万人を超えるといわれるモ
ビリティ産業の一大ショーケースを目指している
とされる。
　JAPAN MOBILITY SHOWでは、自動車工業会
をはじめ、各自動車OEMやベンチャー企業など
が、自動運転やMaaS（モビリティ・アズ・ア・

サービス）といった人とクルマの未来の話、さら
にはカーボンニュートラル、災害対策などについ
てのさまざまな提案をしている。
　その中で注目を集めたものの一つが、自動車
メーカーである本田技研工業と、IT系からエン
ターテインメント事業までを広く手がけるソニー
の合弁会社であるソニー・ホンダモビリティが展
示した、新型EV「AFEELA Prototype」（以下ア
フィーラ）である。
　アフィーラは、CES 2020にてソニーが単体と
して発表したコンセプトモデル「VISION-S」がそ
の原型であるが、実際には全く新しいモデルだと
いえる。アフィーラは、ホンダの自動車OEMと
しての知見を生かした自動車としての完成度、つ
まりハードウエアとしての信頼性や安全性、走行
性能を十分に満たした上で、ソニーの強みである
インフォテインメント、つまりソフトウエアとし
ての魅力を訴求するものであった。アフィーラが
世界初公開されたCES 2023において、ソニー・
ホンダモビリティの川西泉社長は「人とモビリ
ティの関係を見直すタイミング」であると語っ
ている。実際にモビリティショーで公開されたア
フィーラは、内装だけでなく外装にもディスプレ
イを持ち、人とのコミュニケーションをソフトウ
エア的に実現している。
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■SDVによる新しいクルマのカタチ
　従来の自動車は、移動のツールとして「走る」
「曲がる」「止まる」という走行性能を第一に開発
されてきた。自動車業界は垂直統合型の産業構造
であり、頂点に位置する自動車メーカーをあまた
の部品メーカーが支える形で、長年の経験とノウ
ハウによる“すり合わせ”で自動車（=ハードウ
エア）づくりをしてきたのである。
　これに対し、現代の自動車開発には「つながる
（=コネクテッド）」という新たな要素が加わった。
ネットワークを通じて自動車が外部とつながり、
搭載されたソフトウエアを更新していく。これに
より、ハードウエアを作ってからソフトウエアを
搭載するのではなく、搭載されるソフトウエア、
サービスの視点からハードウエアを定義し開発す
るという、産業構造自体の変革とも言うべき潮流
が生まれてきた。これがSDV（ソフトウエア・デ
ファインド・ビークル）である。
　SDVの出現の背景には、2016年にメルセデス・
ベンツが掲げた「CASE」というビジョンがある。
CASEは、「C：Connected」「A：Autonomous」「S：
Shared & Services」「E：Electric」の頭文字であ
り、自動車という存在・価値の拡張を実現するも
のであった。CASEによって生まれた新しい潮流
が、MaaSなどの新しい概念と結びつき、交通業
界は現在100年に一度ともいわれる大転換期を迎
えている。
　現在、世界各国で盛んに報道されている電動化
（E）や自動化（A）に関するニュースは、その多
くが車載技術に関するものである。これらはあく
までハードウエアとしての自動車の高機能化、付
加価値の増加にすぎない。モビリティにとって本
当に大きな変革は、コネクテッド（C）によって
新しいモビリティサービス（S）が生まれ、自動
車の価値が再定義されることだ。
　これは、1990年代以降にインターネットの出

現によってIT業界で起こった変革と同じである。
ワープロや表計算などの限定された用途を前提と
し、処理能力や記憶容量で差別化を図っていたパ
ソコン業界の勢力図は、ネットの出現によって一
変した。
　折りたたみ式や入力デバイスなどのメカニカル
な要素や機能によって差別化されていた携帯電話
（モバイル）業界も同様だ。スマートフォンの登
場によってハードウエア要素はシンプルに統一化
され、その上で「何ができるのか」、すなわちソフ
トウエアが主役となる産業へと激変した。スマー
トフォンの登場以降、人々のライフスタイルは大
きく変わった。あらゆる家電やモノが「スマート
化」し、大きなタッチパネルディスプレイとカメ
ラを搭載し、バッテリーと無線によるコードレス
化が主流となった。操作はきわめてシンプルで直
感的になり、必要な機能の追加やアップデートは
ネットワーク経由で行われることが当たり前と
なった。ある種の洗練ともいうべき、商品ジャン
ルの垣根を超えたデザインのメインストリームが
出来上がったのである。
　自動運転やMaaSが普及し、移動が主体的な操
作を伴う必要が無いものとなれば、モバイル業界
と同じようにモビリティの世界にもこのような
トレンドが浸透していくことは想像に難く無い。
GAFAMなどの“ハイパージャイアント”が台頭
し、ハードウエアはソフトウエアによって価値が
定義される時代となった今、クルマもコネクテッ
ドによって価値の主軸がハードウエアからソフト
ウエアへと変化する転換期を迎えつつある。

■モビリティの進化を加速するソフトウ
エア技術
　自動車開発はハードウエア同様、ソフトウエア
も非常に構造化されている。一般的な車載ソフト
ウエアは、車両の開発期間に合わせる形で、生産
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が始まる2年程度前には骨格が定まっている必要
がある。そのため、多くの車載ソフトウエアは、
車両が発売される時点で革新的な要素を持ち合わ
せていることがほとんど無い。
　それに対し、現代のネットワーク系サービス、
特にクラウド環境におけるソフトウエアの開発
は非常に柔軟性があり、開発サイクルも短い。ま
た、ソフトウエアの不具合や利便性、インター
フェースなどは頻繁なアップデートにより常に進
化し続ける。
　SDVの概念が自動車開発に導入されることで、
垂直統合化された自動車開発とクラウドベースの
ソフトウエア開発、それぞれの長所を生かした異
業種の統合が進むことになる。ハードウエアに依
存したシステム開発の比率が下がることによる
効率化と、開発から市場への投入までの期間の短
縮は、自動車の性能向上に大きく寄与する。同時
に、インターネットで培われたソフトウエア開発
環境、オープンソースの利活用や生成AI、LLMな
どの技術の利用もこれまで以上に進み、車載ソフ
トウエアの開発自体も加速するだろう。
　一方で、こうしたソフトウエアのインストール
による機能拡張やアップデートは、OTA（Over
The Air）と呼ばれるプロセスを経て、ネットワー
ク経由で実現する。車両へのサイバー攻撃によ
る被害を防ぐために、クルマには既存のスマート
フォンやパソコン以上にセキュリティ対策が求め
られる。

■SDM：モビリティとネットが作る未来
のカタチ
●自動車関連企業の動向
　では、これからの自動車開発は自動車メーカー
ではなく、既存のIT系企業・ソフトウエア業界が
主軸になるかというと、一概にそうとは言い切れ
ない。

　クルマは秒速30メートルで走行することが可
能な1トンを超える鉄の塊である。走行中の“フ
リーズ”はあってはならないことであり、車両の
欠陥は乗員のみならず歩行者や都市インフラに深
刻な被害を引き起こす。そのため、長い時間をか
けて自動車の安全性を担保するためのルールや制
度が作られ、自動車業界は厳しい安全基準を満た
すモノづくりをしている。SDVには、こうした安
全を守る頑健性と、アプリなどのアジャイル開発
のいいとこ取りが求められ、新規参入の壁は決し
て低くない。
　Tier 1と呼ばれる既存の自動車部品サプライ
ヤーの多くは、Tier “0.5”を目指し、ソフトウ
エア部門の強化を図りつつ、自動車開発とより
深く関わろうとしている。また、ほかにも新たな
関わり方を探っている企業として、マイクロソ
フトが挙げられる。マイクロソフトはSDV環境
を積極的に推進しているが、自身による自動車業
界への進出ではなく、あくまで既存の自動車メー
カーやパートナー・エコシステムを支援する立場
を取っている。これは前述のソニー・ホンダモビ
リティ同様、既存の自動車業界のハードウエア製
造ノウハウや経験を生かした上で、新しいビジネ
スプラットフォームを作る立場を選択したとみら
れる。
　自動車メーカーによってもSDVへのアプロー
チはさまざまである（資料1-2-3）。フィアットや
プジョー、ダッジなどのブランドを抱える欧州の
ステランティスは、SDVに必要な要素技術につい
ては外部のサプライヤー、パートナー企業から調
達するアプローチを取っている。こうしたやり方
は開発コストを抑えつつ、新技術の市場投入を早
めることができる。しかしその一方で、独自技術
による差別化や市場のコントロールは難しい。
　ドイツのフォルクスワーゲンは、Tier 1サプラ
イヤーであるボッシュのプラットフォームをベー
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資料1-2-3　自動車メーカーによるSDVへのアプローチの違い

出所：筆者作成

スとして車両向けOSである「VW OS」などを独
自に開発しつつ、パートナー企業との連携や市場
投入も重要視している。実際に、自動車メーカー
でソフトウエアに最も投資しているのはフォルク
スワーゲンである。これまでの産業構造と自身の
業界での優位性を生かした上で、トレンドである
SDV市場への移行を狙っており、早期の市場形
成によるシェアの獲得が可能であれば、業界を引
き続きリードしていくポジションを獲得できる。
一方で、開発コストが膨大になる点や、市場での
シェア争いに敗れた際のリスクの大きさなどは懸
念材料である。
　トヨタ自動車は、前述の JAPAN MOBILITY
SHOWにおいて、佐藤恒治社長から車載OS「ア
リーン（Arene）」構想が発表された。トヨタは
SDV環境となるアリーンを自社で開発し、長期的
な視点に立って「自動車が街とつながる」ビジョ
ンを打ち出した。ユーザーの利益はもちろん、モ
ビリティと街がつながる価値や楽しみまでをも内
包するものがアリーンであるとしている。開発を
担うのがウーブン・バイ・トヨタであることも相
まって、未来のモビリティ、そして未来の街の在
り方の一つを示すものである。

　トヨタのこの姿勢は、自身の業界でのポジショ
ンを生かした上で、新規市場の創出を目指すアプ
ローチであり、成功すればモビリティのみならず
スマートシティ分野でも大きな影響力を獲得でき
る。一方で、市場の形成までには長い時間がかか
ることが予想され、計画の途中でほかのプラット
フォームに覇権を握られるリスクもある。「地球
で最もプログラミングしやすいクルマを実現す
る」ことを目指し、アップデートしながら価値を
育てていく姿勢は、これまでの自動車メーカーか
らモビリティカンパニーへと変革する意志とも受
け取れる。

●モビリティの新たな在り方
　自動運転技術が注目されてしばらくたつが、自
律運転、いわゆる無人走行がなかなか実用化に至
らない一方で、人間ではいろいろな意味で限界が
ある「安全な交通」の実現に関しては達成されつ
つある。日本の交通事故死者数は1970年代には
1万6000人を超えていたが、自動車そのものの安
全性向上や、ABS、エアバッグ、衝突被害軽減ブ
レーキなどの技術普及によって、現在では2600
人程度となっている1。より一層の安全な交通の
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ためには、自動車のみならず歩行者や自転車、さ
らには電動スクーターなどの新しいモビリティが
一体となった仕組みが必要である。
　ビークルだけでなく、全てのモビリティがコネ
クテッドとなり、人や街とつながることが当たり
前となった未来。そんなSDM（ソフトウエア・デ
ファインデッド・モビリティ）が実現された未来
では、我々の生活はどう変化するだろうか。例え
ば、トラックドライバーの時間外労働の規制強化
（いわゆる2024年問題）が顕在化する物流業界に
おいても、効率化・最適化が進むだろう。日常的
に移動する人々の助けとなるのは当然として、自
動車免許を持たない人や高齢者、子どもなどの移
動需要が喚起され、社会生活が活性化することも

期待できる。
　既存の技術革新が「できること」の容易化・効
率化であったのに対し、インターネットによる技
術革新は「できなかったこと」を可能にした。コ
ネクテッドカーからコネクテッドシティ、そして
その先にあるコネクテッド社会へ。高度に発達し
た交通インフラは物流を支え、あらゆる経済活動
の基礎となり、社会の急速な発展を後押ししてき
た。人間のアクティビティやさまざまなサービス
が急速にDXを進めインターネット上へとシフト
する現在、この動きをさらに加速していくために
は、クルマ、そしてモビリティにこそDXが求め
られる。

1. 令和５年版交通安全白書
https://www8.cao.go.jp/koutu/taisaku/r05kou_haku/pdf
/zenbun/1-1-1-1.pdf
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